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サンマ、スルメイカ、サケの漁獲量の推移

 近年の動向としては、 2014年頃から、サンマ、スルメイカ、サケの漁獲量が急速に減少している。

 魚種ごとに生態や回遊経路が異なることから、サンマはさんま棒受網漁業、スルメイカはいか釣り漁業、サケは定置網漁業により主
に漁獲される。これらの漁法は、目的とする魚種を漁獲することに特化しており、単一の魚種を漁獲の柱としている。

※「漁業・養殖業生産統計」をもとに水産庁で作成。
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サンマ漁獲量の推移（内訳）
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我が国漁獲量・３魚種漁獲量の推移
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２．不漁の要因及びその影響



スルメイカの不漁原因の分析①

【生態・特徴】
 北太平洋に広く分布しており、寿命は2年と短いため、資源量が短期的に変化しやすい。8月以降、親潮に沿って南下し、我が国沿
岸に来遊する（産卵回遊）。

【漁獲の状況】
 1980年代以降おおむね20万トン以上を維持してきたが、近年は減少傾向にある。2019年は約4.6万トンと過去最低となった。
 これまでも漁獲量は大きく増減を繰り返してきたが、今回の不漁は長期化している。
 2000年代からは、外国漁船による公海での漁獲量が増加している（2015年以降は減少傾向にあるものの、漁獲全体に占める我
が国の漁獲量の割合は減少している）。

サンマの回遊と漁場形成の概念図
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サンマ：漁獲の状況 ２．不漁の要因及びその影響
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 資源量は2000年代には比較的高い水準で推移したが、2010年代以降は減少している。

 最適な資源水準であるMSYを達成する観点からは、2010年代以降、漁獲圧（Ｆ）は過剰であり、資源量（Ｂ）は少ない。

 近年は、サンマが沖合に分布し、漁場が遠方化している。

1-5

資
源
量

年

環境収容力

サンマ分布状況調査（6月～7月）

漁獲量4.1万トン

漁獲量35.5万トン

1区 2区 3区東経162度 西経177度

例年漁期前半に
来遊する魚群

9月下旬以降に
来遊する魚群

1歳魚
0歳魚

２００８

２０１９

暖水塊

来遊経路

8～12月の
漁場

【従来の漁場形成】
我が国沿岸に沿って南下

暖水塊はないが沿岸への来遊が少なく、
東経164度付近まで漁場が沖合化。

暖水塊を避け蛇行
しながら南下

10℃～15℃の

水温域で漁場
が形成されや
すい

２０１９

サンマ：資源変動及び環境変化 ２．不漁の要因及びその影響
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2008年（上段）は、我が国に近い水域
（1区）の分布量が多かったが、2019年
（下段）は、1区の分布量が著しく減少。

9月の水温分布と漁場

資源量

神戸チャート
1980年－2019年

BMSY

（NPFC第1回サンマ科学委員会特別会合(2021年1月)レポートより。一部日本語に改編）



 2010年から突然分布が沖合化した。これは、2010年以降の以下の海況変化が影響と考えられる。

・黒潮続流の変化（不安定な蛇行から直線的な流路→仔魚を沖合に輸送）

・暖水塊（親潮が弱化し、常磐沖で発生した暖水塊が北上し、釧路沖に停滞）により、道東沖の南下経路を遮断

・黒潮の流路の変化により常磐～三陸沿岸の水温が上昇し、南下経路を遮断

 産卵場・生育場が沖合化した（釧路沖の暖水塊により、産卵回遊経路が沖合化し、産卵場が沖合域に移行）。

 暖水塊は沖合に移動して弱化（2016年秋季）したが、近海域での他魚種（マイワシ、マサバ）の増加により、沖合化傾向は持続して
いる。

 沖合域は餌環境が悪いため、成長悪化・死亡率増加・加入減少につながり、資源量が減少している。

 資源量が減少しているところに、大型外国漁船の公海操業による漁獲の増加が更に悪影響となる。

餌環境が良い
本州南の産卵場が縮小

黒潮続流

サンマ：不漁の要因（仮説） ２．不漁の要因及びその影響
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漁獲量（トン） 農林水産省「漁業・養殖業生産統計」より作成。
2020年は、速報値。

 サンマはほぼさんま棒受網漁業のみで漁獲され、サンマ棒受網漁業はほぼサンマのみを漁獲している。

 近年の漁獲量は、2008年の35万トンから３万トンまで減少したが、単価は長期的に上昇している（2020年単価は2008年の７倍）。

 2020年は過去最低の漁獲量となったものの、大幅な魚価上昇に助けられて水揚額は前年よりも僅かに増加した。しかし、依然とし
て低い水準にあることは変わりなく、さらには漁場の沖合化による燃料消費の増大等もあり、収支も悪化した。

北太平洋さんま漁業（大臣管理）許可船の船齢構成

～10年
10～
20年

20年～ 計

大型船
(100～199トン)

24 2 27 53

中型船(20～99トン) 8 8 11 27

小型船(10～19トン) 13 11 55 79

合計 45 21 93 159
2020年１月１日時点

さんま漁船は比較的船齢の若い船が多い。
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サンマ：不漁の影響 ２．不漁の要因及びその影響
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（トン）

45,528 ｔ

99%

250 ｔ

1%

さんま棒受網 その他

●さんま棒受網漁業の
魚種別漁獲量（過去10年平均）

●漁業種類別漁獲量（2019）

●さんま棒受網漁業の操業概念図

漁場を探索して発見した魚群を、
船体の右舷と左舷の光で網の中
へ誘導しながら、フィッシュポンプ
等で船内に取り込んで漁獲する。

魚種 比率

サンマ 99%

その他 1%
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単価（円/kg）生産額（百万円）

2001年～2019年は、農林水産省「漁業・養殖業生産統計」 、「漁業産出額」より作成。
2020年は、全さんま調べ



スルメイカ：漁獲の状況

【生態・特徴】
 寿命は１年であるため、年ごとに大きく資源が変動する。
 日本海に分布する「秋季発生系群」（10月～12月に東シナ海～北陸で発生。日本海を南北に回遊）と、
太平洋に分布する「冬季発生系群」（12月～３月に東シナ海で発生。太平洋を北上し日本海を南下）がある。

【漁獲の状況】
 「秋季発生系群」は、2000年頃をピークに減少傾向にある。また、「冬季発生系群」は、2016年から急激に減少している。
 双方を合わせた2019年の漁獲量約4.7万トンは過去最低レベルとなっている。

２．不漁の要因及びその影響
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スルメイカ：資源変動及び環境変化

秋季発生系群秋季発生系群

冬季発生系群冬季発生系群

資源量 神戸チャート

日本海の再生産成功率
（卵・幼生の発生・生き残りの指標）

卵や仔稚魚の生き残りが悪化

日本海の産卵期の水温

1998年以降、産卵期の水温が上昇

２．不漁の要因及びその影響

7

 資源量は1990年代に増加した。その後も変動はあるものの、2015年以降に大きく減少している。

 MSYを達成する観点からは、漁獲圧（Ｆ）は過剰であり、親魚量（ＳＢ）は少ない。

 １年で世代交代する資源であるため、再生産の環境条件がその後の資源量に大きく影響する。近年は、日本海の産卵場の水温が
上昇し、時を同じくして、卵・幼生の発生・生き残りが悪化している。



スルメイカ：不漁の要因（仮説）

 水温上昇によって産卵可能海域が縮小することにより、卵幼生の発生量が減少している。

 水温の変化により秋季発生系群の産卵期ピークが10月から11月以降に遅れることで、冬期の産卵域の縮小の影響を大きく受け
るようになることに加え、脆弱な幼生期に冬季の低水温など厳しい環境の影響を受け易くなり、生き残りが悪化している。

 幼生が本来の成育海域（冬季発生系群：黒潮域、秋季発生系群：日本海）に比べて水温や栄養状況が不適な海域に輸送される
ことにより、成長不良や減耗の度合が大きくなり、さらに外国漁船の操業も影響して、資源が不安定化している。

２．不漁の要因及びその影響
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秋季発生系群
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 スルメイカは主にいか釣り漁業で漁獲され、いか釣り漁業は主にスルメイカを漁獲している。

 近年のスルメイカの漁獲量は、2001年の30万トンから3万トン台まで減少したが、単価は、2001年から約４倍に上昇している。

 生鮮での水揚げは2016年以降、冷凍での水揚げは2019年以降に、漁獲量が大幅に減少した。さらに漁場移動や魚群探索に要
する燃料消費の増大等により、収支も悪化している。
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※水産庁「水産物流通調査」より作成 ※各データは水産加工統計調査より引用

（円/kg）

（百万円）

（トン）

（トン）

（トン）

●いか釣り漁業の
魚種別漁獲量（過去10年平均）

●漁業種類別漁獲量（2019）

●いか釣り漁業の操業概念図

日没前に漁場に到着し、夜間に
集魚灯を点灯し、それに集まった
イカを自動いか釣り機で漁獲する。

魚種 比率

スルメイカ 80%

アカイカ 8%

その他 12%
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※農林水産省「漁業・養殖業生産統計」、「漁業産出額」より作成。２０２０年は、速報値。



北太平洋における漁獲量（サケ分布域南縁部）

スルメイカの不漁原因の分析①

【生態・特徴】
 寿命は2～8年で、海洋を回遊し、母川に戻り産卵し一生を終える溯河性魚類である。
 稚魚は、各地域のふ化場で育てられた後、３～５月に放流され、海へと降った後は、オホーツク海へ回遊して夏を過ごす。その

後、北太平洋～ベーリング海・アラスカ湾へと回遊する。成熟した親魚は、ベーリング海から母川へ回帰する（４年魚が中心）。

【漁獲の状況】
 近年、我が国を含むサケ分布域南縁部の漁獲量は世界的に減少傾向にある。
 我が国の漁獲量は2003年度以降減少傾向にあり、2019年度の漁獲量は約5.5万トンで、過去最低となった。
 我が国の稚魚の放流尾数はほぼ一定である一方、2019年度の回帰率は全国で1.1％であり1980年代以降で最低となった。

分布回遊図

日本全体の漁獲量及び回帰率
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※NPAFCのデータをもとに作成。

※（国研）水産研究・教育機構のデータをもとに作成。

サケ：漁獲の状況 ２．不漁の要因及びその影響
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サケ：資源変動及び環境変化

 近年、海水温の変動により稚魚が海に降りる時期の海洋環境が稚魚の成育に不適との指摘がされている。2013年と2014年
（2016年、2017年に４年魚で回帰）の海水温は、適切な海水温の時期が特に短く、稚魚の生残率が悪かった可能性がある。

 2016年は比較的適切な海水温の時期が長いと見られていたが、2019年に４年魚として回帰した2015年級群（2016年放流）の
来遊数が極端に少なかった（特に本州で顕著）。特異現象として、本州太平洋側において、親潮が弱く、対馬暖流が強かった。この
特異的な挙動は今後も続くと見込まれる。

2016年以降、傾向は継続

親潮と対馬暖流の強さサケ稚魚が沿岸域に分布する水温帯（5〜13℃）の継続期間

3/1 3/11 3/21 3/31 4/10 4/20 4/30 5/10 5/20 5/30 6/9 6/19 6/29 7/9 7/19 7/29

釧路沖

日高沖

恵山沖 平均との差：
-13日

平均との差：
-25日

平均との差：
-11日

1 2 3

4 5

6

78

9 10 11 1213 14

15 16 17
18 19

20

21

22 23

24 25 26 27 28

29

恵山沖 日高沖 釧路沖

：1996～2017年の平均水温

：2013年水温

：2016年水温

２．不漁の要因及びその影響
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サケ：不漁の要因（仮説） ２．不漁の要因及びその影響

12

北日本周辺の
海面付近の流れ

 親潮とそれに連なる沿岸親潮の勢力が弱化し、以下の変化が起きている。

・ サケ稚魚に適した水温帯が継続する期間の短縮・形成時期の変化

・ 黒潮系の暖水塊や津軽海峡を抜ける対馬暖流の影響が強くなり、サケ稚魚のオホーツク海への回遊を阻害

・ 親潮の弱化による栄養塩や動物プランクトンの沿岸域への供給量の減少や季節ごとの組成変化に伴う（サケ稚魚の）餌生物の

減少

 水温の上昇によりサバ等の捕食魚と分布域が重なり、捕食圧が増加して生残率が悪化している（2014年頃より三陸の定置網で４
～５月頃のサバの漁獲が増加）。



 サケは主に定置網で漁獲され、特にサケを目的としているさけ定置網漁業は主にサケを漁獲している。

 漁獲量及び回帰率は長期的に減少しており、特に、本州太平洋側の近年の減少幅が大きくなっている。

 海洋環境の変化等に伴い、定置漁業における魚種組成が変化し、サケ以外の魚種（サバ、ブリ等）の割合が増加している。

 定置漁業の水揚金額減少に伴い、定置漁業者が負担するふ化放流経費が減少し、安定的なふ化放流経費確保が課題となっ
ており、施設の統合や有効活用の検討の必要性が生じている。
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漁獲量

回帰率

北海道の漁獲量及び回帰率
（万トン） 回帰率
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漁獲量
回帰率

本州の漁獲量及び回帰率

※（国研）水産研究・教育機構のデータより作成

（万トン） 回帰率
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さけ その他さけ・ます いわし類
たら類 ほっけ さば
ぶり いか類 その他
漁獲金額（億円）

北海道の全定置漁業の漁獲量及び漁獲金額

※北海道調べ

（億円） （トン）

漁獲量：5万トン
回帰率：1.7％
（2019年度）

漁獲量：5千トン
回帰率：0.3％
（2019年度）

サケ：不漁の影響 ２．不漁の要因及びその影響
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＜＞

55,485ｔ

98%

953ｔ

2%

定置網 その他

●さけ定置網漁業の
魚種別漁獲量（過去10年平均）

●漁業種類別漁獲量（2019）

●定置網漁業の操業概念図

漁具を定置して営む漁業。魚群
を「垣網」により「身網(袋網)」に誘
導して魚を獲る。出港は概ね未明

ごろ。「身網」に入った魚を「網起こ
し船」で船内の魚艙に取り込む。

魚種 比率

サケ類 87%

その他 13%
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サケ イワシ類 カツオ類 サバ類

ブリ タラ類 その他 水揚金額
※岩手県調べ

岩手県の全定置漁業の漁獲量及び漁獲金額
（億円） （トン）



今後の見通し

 マイワシ等の浮魚類では、気候の周期的な変動（レジームシフト）に対応した漁獲量の長期的な変動が確認されている。

 一方、2000年以降、従来の気候変動パターンでは説明できない海面水温変動が日本周辺海域で発生しており、気候変動パター
ンの予測の前提となってきた気候の定常性の仮定が成立しない可能性がある。今後、「過去は繰り返さないかもしれない」という認識
を持つ必要がある。

 長期的に漁業を持続するためには、海洋環境の変化等による資源変動に合わせた対策が求められる。

マイワシ、スルメイカ等の漁獲量の推移

海底に堆積した鱗から推定したマイワシ資源量

資料：Kuwae et al. (2017) を一部改変

大きな資源変動がみられている時期

PDO正
（寒冷）

PDO負
（温暖）

（℃）

（年）

海
面
水
温※

寒冷化

水温
ジャンプ

※ （東経135～160度・北緯25～30度） 冬春季海面水温平均

※※

PDOが負だと温暖レジーム、PDOが正だと寒冷レジームが期待される

近年は、PDO負で寒冷化、PDO正で温暖化となる逆転現象が発生

２．不漁の要因及びその影響

14



※環境省・農水省資料より水産庁作成。

世界の環境対策の動き
 温室効果ガス濃度の上昇によって地球温暖化が進み、これまでに見られていた気候変動の規則性が乱れ、海洋を含む大規模な
環境変化、極端な現象の頻度増加が起きている。

 こうした状況を踏まえて、世界では、温暖化対策のため持続可能な開発目標（SDGｓ）への積極的な取組の動きや、パリ協定に対
応したカーボンニュートラルの表明が活発化している。

 我が国においても、2030年温室効果ガス削減目標（2013年比46％減）及び2050年カーボンニュートラル目標等が設定された。

※COP２６は新型コロナウイルスの影響により2021年11月に延期。

• 先進国・途上国が参加する公平な合意
• 2℃目標、1.5℃が努力目標
• 今世紀後半にカーボンニュートラルを達成

パリ協定について SDGsについて

• 2030年の世界目標（17ゴール、169ターゲット）
• SDGs達成には、環境・経済・社会の統合的向上が必要

３．環境問題への対応による漁業への影響
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 IPCC報告書では、2100年の平均気温の上昇は、温室効果ガスの排出量を厳しく抑えた場合には産業革命以前の状況から２℃
以内に抑えられるが（２℃シナリオ）、排出量を抑えない場合には４℃程度に達する（４℃シナリオ）と予測している。

この報告に基づき漁業への影響を予測した研究事例においては、2060年のインド洋・太平洋域の最大漁獲可能量は、２℃シナリオ
では20%程度、４℃シナリオでは60%程度減少するとしたものがある。

環境問題への対応及び漁業への影響

4℃シナリオ

2℃シナリオ

気温変化による最大漁獲
ポテンシャルの変化

2030年

世界平均地上気温変化予測（1986～2005年平均の差）

我が国のグリーン成長戦略

食料・農林水産業 2050年時目標：農林水産業における化石燃料起源
のCO2ゼロエミッションを実現

総理指示

2020年10月30日に開催された第42回地球温暖化対策推進本部では、 2050年カーボ

ンニュートラルに向けた取組について議論が行われ、菅総理からは、「地球温暖化対
策計画」、「エネルギー基本計画（資源エネルギー庁HP）」、「パリ協定に基づく長期戦
略」の見直しを加速し、全閣僚一丸となって取り組むよう指示があった。

カーボンニュートラルに向けた政府の取組

世界が現状以
上にCO2排出削

減に取り組まな
かった場合

世界がCO2排出

削減のために厳
しい対策を取っ
た場合（パリ協
定目標達成）

※IPCC AR5 SYR 図SPM.6

※環境省HP、グリーン成長戦略

※気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD） 最終報告書、環境省 「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ」、漁業経営調査を元に水産庁作成

※Cheung et al. (2016)より水産庁作成

最
大
漁
獲
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
の
変
化
率
（
％
）

2℃シナリオでは、
2060年に約20％、
4℃シナリオでは、
2060年に約60％減少

影響

温度変化

気温変化による魚種の
入れ替わり

魚
種
の
入
れ
替
わ
り
（
％
）

2℃シナリオでは、
2060年に約15％、
4℃シナリオでは、
2060年に約45％変化

温度変化

2050年までのカーボンニュートラルを表明した国

124カ国・1地域
※全世界のCO2排出量に占める割合は37.7%（2017年実績）

2050年カーボンニュートラ

ルを達成すると、パリ協定
の努力目標である1.5℃
の上昇におさえられる

３．環境問題への対応による漁業への影響
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 漁船漁業においては化石燃料の消費が経費全体の16.4％（2019年時点）を占めており、燃料経費の割合が大きいために温室効
果ガス排出削減に向けた取組によって操業コストが削減できる可能性がある。

 水揚量当たりの燃油使用量は漁業種類ごとに大きな差があり、いか釣り漁業、延縄漁業などが高くなっている。

漁業種類ごとの燃油使用量

（水産庁調べ）

漁業種類
燃油使用量
（㎘/年）

水揚量
（トン）

水揚金額
（百万円）

㎘/水揚量
(㎘/トン)

㎘/水揚金額
(㎘/千円)

油費率
(※）

中型まき網漁業 276 3,849 224 0.07 1,232 9%

大中型まき網漁業（北まき） 1,568 15,000 819 0.10 1,915 13%

沖合底びき網漁業（かけ回し） 330 2,284 282 0.14 1,170 8%

沖合底びき網漁業（オッタ―） 892 3,749 298 0.24 2,993 21%

べにずわいかに篭漁業 289 910 217 0.32 1,332 9%

大中型まき網漁業（遠まき） 2,849 5,808 869 0.49 3,278 23%

海外まき網漁業（３４９トン船） 2,800 5,300 950 0.53 2,947 21%

近海かつお一本釣り漁業 300 400 150 0.75 2,000 14%

遠洋まぐろ延縄漁業 1,000 1,100 320 0.91 3,125 22%

遠洋かつお一本釣り漁業 1,500 1,550 450 0.97 3,333 23%

さんま棒受け漁業 660 627 121 1.05 5,455 38%

近海まぐろ延縄漁業（119トン） 480 455 166 1.05 2,892 20%

沖合底びき網漁業（かけ回し：かに） 373 342 239 1.09 1,561 11%

沖合底びき網漁業（２艙曳き） 1,162 1,012 329 1.15 3,532 25%

遠洋トロール漁業 2,700 2,000 700 1.35 3,857 27%

近海まぐろ延縄漁業（19トン） 160 90 73 1.78 2,192 15%

いか釣り漁業（小型） 158 57 42 2.78 3,740 26%

いか釣り漁業（中型） 430 100 100 4.30 4,300 30%

ℓ/水揚金額
（ℓ/百万円）

30.7%

5.2%

16.4%

9.9%

4.2%
労務費
漁船・漁具費
燃油費
減価償却費
販売手数料

漁労支出に占める経費割合
（会社経営体）

３．環境問題への対応による漁業への影響
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遠洋まぐろはえ縄

近海かつお一本釣り

近海まぐろはえ縄

小型いか釣り

さんま棒受け

（水産庁調べ）

水揚量（トン）

燃油費（千円）

燃油消費率の多い漁業における水揚量と燃油費の関係

省エネ運航が不徹底だった。
（H25は燃油高）

燃油単価が高く、
かつ省エネ運航が
不十分だった。
（H25は前後年の
1.1-1.6倍高）

4年目にして省エネ
運航が達成できた。
（H28）

公海操業（５－７月）の
洋上売魚のみ

スルメイカ来遊不振によ
り出漁回数大幅減。

H25
H25

8－12月の操業

漁業種類ごとの燃油使用量

 まぐろ延縄では、漁法の特性上、燃油費に応じて水揚量が増える
わけではない。

 さんま棒受網では、水揚量は漁場形成次第で、燃油費は大きく変
化しない。

⇒ この特徴は不漁時にコスト面で負の影響を与えると考えられる。



給油等で活動用に蓄積されるエネルギー量【kWh】（漁船の操業には大きな量が必要）
※エネルギー量は以下の仮定で試算 ・電気自動車：蓄電池容量 ・内燃機関：ガソリンエンジン効率30%, ディーゼルエンジン効率40% ・燃料電池効率51%

出典：第2回グリーンイノベーション戦略推進会議ワーキンググループ資料 「モビリティ／水素分野の技術動向について」、水産庁調べ

5000 0 1000

500

エ
ン
ジ
ン
（
モ
ー
タ
ー
）
の
出
力
【k

W
】

ディーゼルエンジンの領域
（燃料転換で、バイオ燃料、

合成燃料を含む）

EV トラック・バスの領域

EV乗用車

の領域

燃料電池

乗用車の領域

燃料電池
大型商用車の領域

2050年に向けた
技術開発の方向性

2050年に向けた
技術開発の方向性

2050年に向けた方向性

ガソリンエンジンの領域

10,000 100,000

750

2,200
船外機漁船
（１トン未満）

養殖作業漁船
（3トン程度）

モビリティの技術開発における漁船の位置づけ

×
5

×10 ×10

1,000,000

● 電気自動車

● 内燃機関車

● 燃料電池自動車

● ヘリコプター・

ドローン

● 船（漁船含む）

● 農業機械
● パワーショベル
● フォークリフト

商用化・実証されている車両等

×10

60,000

×10

×
1
0

10,000

漁船
一般商船

コンテナ船（6万t）

タンカー（16万t）

ばら積船（3万t）
カーフェリー（1,000t）

カーフェリー（2万t）

ケーブル敷設船（1万t）

産業船(850ｔ)

大中型まき網本船(199t)

貨物船(650ｔ)

沖合底曳網漁船(80ｔ)

中型まき網本船(19ｔ)

イカ釣り漁船
(199t)

遠洋まぐろはえなわ
漁船(499ｔ)

ケーブル敷設船(300ｔ)

さんま棒受網漁船(199ｔ)

 各国政府は、規制や優遇措置により環境政策と産業政策を絡めて自国の状況に応じた様々な政策を展開している。

 モビリティの低・脱炭素化推進の方向性は共通しており、船舶などでは、国際機関が2050年に向けた規制・義務化を主導している。

 船は、陸上車両に比べ、高馬力のエンジンと長距離航海のエネルギー量が必要である。

 漁船動力の低・脱炭素化に向けては、漁労や長期航海に耐える出力とエネルギー消費量に対応する燃料電池等の技術開発が
必要であり、早期に実装が見込めるものは、養殖の作業船等の沿岸漁船の電化・水素燃料電池化と考えられている。

一般商船

漁船

沿岸漁船
（3～5トン））
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漁業において顕在化したリスク

 漁獲対象種の分布域や加入量等の変化など環境変動に伴って進行する資源変動を要因として、漁獲できる魚種の変化
や漁獲対象種が中長期的に低迷する可能性がある。

 現に、これまでの知見に基づくものとは異なる変化が発生しており、単一資源に依存し、漁船や設備の仕様が特化している
場合は、魚種・漁法を柔軟に融通・転換ができず、漁獲量の減少が継続するだけでなく、漁獲量の減少を補うための魚群探
索が増加することで燃油使用量の増加にもつながるおそれがある。

 さらに、加工・流通業においても、加工原料や流通商材が特定の魚種に特化している場合は、水揚量減少や単価上昇の
影響を大きく受ける可能性がある。

 また、さけにおいては、漁業経営の悪化に伴い、漁業者からの負担金で行っている増殖事業への影響が懸念され、ふ化
放流事業の継続が危ぶまれる恐れがある。

４．漁業において顕在化したリスク

 地球温暖化や気象・漁海況の変化等の環境変動 の進行を緩和するための社会的要請が強くなり、異常気象の増加や
カーボンニュートラルへの具体的な対応が必要となる。

 燃油使用量の削減を図るため、既存の取組に加えて、ＩＱ制度の導入、ＩＣＴの活用、漁場予測技術の開発・高度化等を
図ることにより、効率的な漁獲を進めることが求められる。将来的には、化石燃料から蓄電池や水素燃料電池など脱炭素化
エネルギーへの切り替えが社会全体で進むことが予想される。

（２）環境変動とその進行を緩和する社会的要請（異常気象の増加やカーボンニュートラルへの対応）

（１）環境変動に伴って進行する資源変動（漁獲対象種の中長期的な低迷の可能性）

 地球温暖化に伴う地球規模の環境変動を背景として、以下に掲げる漁業経営のリスクが顕在化している状況にある。

 今後の水産業は、漁獲対象種が中長期的に低迷する可能性をリスクとして直視するとともに、この進行を抑えるためにも、カーボン
ニュートラルなど世界的な環境対策の推進が求められる。
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対応の方向性 ５．対応の方向性

具体的な検討事項

① リスクの把握

② 専業的な漁業からマルチ
な漁業への転換

③ 沿岸漁業の取組方向

④ サケに関するふ化放流と
漁業構造の合理化

⑤ 加工流通業の取組方向

⑥ 地球温暖化等の環境問
題への対応

⑦ その他の関連事項

取組の柱

① 不漁の要因となる環境変化等の状況の分析などにより、漁業者等が直面するリス
クを着実に把握する

② 漁業生産現場及び関連産業においては、将来を見据えて、単一の資源のみに頼
るのではなく魚種や漁法を組み合わせることなど、新たな資源管理システムの下で、
マルチな漁業の操業形態や事業構造について検討する

（マルチな漁業：資源状況に応じた漁法を行える漁業等）

③ 環境政策としては、ＣＯ２排出量の削減を進めるため、当面はＩＣＴや漁場予測の活
用、省エネ化などによる効率的な操業を推進することで燃油使用量の削減に取り組
むとともに、将来を見据えて、漁船の電化・水素化等の研究・社会実装に取り組む

④ 現在実施されている施策・制度について、中長期的な資源変動や環境変化に伴
うリスクに対応しているか否か、また、生産構造の転換を阻害する要因とならないか
といった観点から検証した上で、必要に応じて見直しを行い、漁業経営がより持続的
に生産を継続していけるよう、整合性のとれた施策の展開方向を構築する 20

 水産資源の持続性の確保については、新たな資源管理システムの実行により、科学的な資源評価に基づく魚種ごとの数量管理
の取組が実践段階であり、こうした取組を後退させることなく行っていくことが重要である。

 漁業の生産段階の持続性を確保するためには、地球規模の環境変動を背景としてリスクが顕在化している中で、漁業を継続的に
行える体制とすることが不可欠である。

 新たな資源管理に取り組むことはもとより、現在直面するリスクが今後も継続し中長期的に影響を及ぼし得るものとして把握・認識
した上で、その状況に対応してリスクの分散やリスクへの順応に向けて漁業の構造改革を進めることが必要である。

⇒ 将来にわたって漁業が持続されるためには、環境変化への弾力性を確保できるような操業体制と漁業経営の確
立を図ることが重要である。なお、現時点で記録的な不漁に直面している漁業者が漁業生産活動を継続するため
の支援策を講じていくことも必要である。



①リスクの把握

 不漁の要因となる環境変化や漁海況等の状況、資源の再生産への影響を把握する。その際、国際的な連携も重要である。

 資源調査・評価の拡大や精度向上、漁場予測技術の開発などスマート水産業の実装を進める。その際、漁場への距離など操業
の経済性もシミュレートできるようにする。

 研究者・行政は、現場の漁業者と協力してデータ、情報の収集の改善を図る。その結果として得られるデータの共有や情報交換
等を行いながら、互いに認識を共有した上で方向性を見出していくことが重要である。

海洋環境の変化による再生産関係の検討の例

21

５．対応の方向性

漁獲量情報と衛星情報とあわせて、AI技術等
を活用することにより、サンマの漁場を予測して
情報提供（93隻のサンマ棒受網漁船に搭載）

背景：水温
白・灰：漁場（推定）
赤：漁場（聞き取り調査）

漁船に提供する漁場予測情報

新たな資源管理システム

高加入期

通常加入期



中型いか釣り漁船（199トン船）が、スルメイカの漁獲の少ない時期にアカイカを
対象とした操業を実施（太平洋公海域）。スルメイカのみの操業と比較して経営へ
の影響が緩和。

② 専業的な漁業からマルチな漁業への転換
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スルメイカ（冷凍）及びアカイカ（冷凍）の水揚額及び単価

水揚額(ｽﾙﾒｲｶ・冷凍)

水揚額(ｱｶｲｶ・冷凍)

単価(ｽﾙﾒｲｶ・冷凍)

単価(ｱｶｲｶ・冷凍)

漁業情報サービスセンター
「水産物流通調査」

百万円 円/kg

2016 2017 2018 2019 2020

マイワシ
漁獲量（ﾄﾝ） 4,036 4,961 5,496 10,881 4,997
金額（千円） 391,746 324,571 299,130 398,620 235,544

※試験操業の取組

サンマの資源変動に対応した取組

 単一の資源に頼らないような観点から、漁獲対象種・漁法の複数化、複数経営体の連携による協業化や共同経営化、養殖との
兼業など事業の多角化などを段階的に進め、資源変動に対応できる弾力性のある経営体制に転換するための取組を促進する。そ
の際、漁業調整にも配慮する必要がある。

 １隻で複数の漁業種類を行える多目的船舶（いわゆるマルチパーパス漁船）として、新たな操業形態のモデルの提示を行う。

 今後のTAC/IQ制度や許可制度においては、近年の不漁への対応やマルチな漁業の導入も見据え検討を開始する。

北海道において小型サンマ漁船が棒受網の設備を用いて試験的にマイワシやサ
バ類の漁獲を開始（参加漁船は年々増加）。
※採算性向上の課題や、マイワシを漁獲している漁業との調整が課題。

５．対応の方向性

スルメイカの資源変動に対応した取組

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

ズワイガニ（オス）

ズワイガニ（ミズ）

ズワイガニ（メス）

ホタルイカ

ハタハタ

アカガレイ

甘エビ

スルメイカ

沖底専業船、沖底/いか釣り兼業船の操業カレンダー　　　　　　凡例

A地区（兵庫県日本海側）

共通沖底専業船 沖底/いか釣り兼業

休漁期

もうかる漁業による取組（2018年～取り組み継続中）

※2～3日で艤装可能（ドック中に電気配線工事をする場合には、ドック＋2日程度）

沖底・いか釣り兼業船（兵庫県）

兵庫県において、沖合底びき網漁業といか釣り漁業の両方の許可により、
沖合底びき網漁業を主体にいか釣り漁業にも対応可能な漁船を使用した
実証事業を実施。

沖底・いか釣り兼業船（兵庫県）
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③沿岸漁業の取組方向

鈴鹿市（三重県） 串間市東地区（宮崎県）

・三重県北部に位置する鈴鹿市は、沿岸部では水産業や水産加工

業が盛んであり、ばっち・船びき網によるイワシ・イカナゴや底引き網
によるアサリ、黒ノリ養殖が中心。

・資源の減少、貧酸素水塊の発生、漁場環境の変化等による漁獲量
や収益の減少・経営不振といった課題に対応する必要。

・環境変化の影響を受けやすい内湾性の漁場において、季節に応じ
た機船船びき網漁業、貝けた網漁業、黒ノリ養殖業などの漁業を組
み合わせ、安定した生産・収入を確保。

・宮崎県の最南端に位置する当地域は、水揚げの約８割を占める大
型・小型定置網漁業を中心に、曳縄・一本釣り漁業等多様な沿岸漁
業が行われている。漁業者の多くは雇用型の定置網漁業と自営の沿
岸漁業を組み合わせた経営となっている。

・漁獲量の減少や燃料高騰等による採算性の悪化、漁業者の高齢化
や慢性的な後継者不足といった課題に対応する必要。

・特産のマアジのブランド化により魚価向上を実現。地域の基幹産業
である定置網漁業の経営が安定することで、漁業者の所得も向上。

・大型定置網では雇用漁業者の当番制を採用。空き時間は個人で漁
や加工品製造・販売などを行うことで、所得の安定化を実現。

地域ブランドマアジ「美々鯵」
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 沿岸漁業は、従来から複数の漁業種類を兼業し、対象魚種の来遊状況等に応じて操業を切り替えていることから、今後もこのよう
な生産構造を活かし、持続性の確保を図ることが重要である。

 省人化や機械化などの操業の効率化や漁場の有効活用策として養殖の取組を進める。

 多種多様な魚については地域の特徴を踏まえ消費者に届ける加工・流通のバリューチェーンの強化、地域再生の取組との連動や
農業や加工業など他分野との連携を図り収入を得る機会につなげていくことが重要である。

５．対応の方向性



④サケに関するふ化放流と漁業構造の合理化

増殖戦略の策定

技術開発

実証

・放流時期、サイズによって異なる標識を稚魚の
耳石につけて放流

・これまでの知見を基に、河川ごとの増殖効果を
最大化するための計画を策定（放流時期、サイ
ズの見直し等）

アップデート
・回帰率の良い放流時期、放流サイズの見直し

効果検証

・回帰した親魚の耳石標識や、鱗による年齢
解析から放流由来を分析

全国の回帰率の向上を図る○ 低密度飼育による環境変動に強い健康な稚魚を生産し、河川ごとに最適な放流時期、サイズ等（増殖戦略） で放流
○ 周辺河川において、増殖戦略を活用した放流を実施

市町村・魚種 参画者

久慈市（ギンザケ） ＪＦ久慈市漁協、ニチモウマリカルチャー

宮古市（トラウト） ＪＦ宮古漁協等、日清丸紅飼料、水産機構

大槌町（ﾄﾗｳﾄ、ｷﾞﾝｻﾞｹ） ＪＦ新おおつち漁協等、日本水産ほか民間5者

釜石市（サクラマス） 釜石市、釜石湾漁協、岩手大学、泉澤水産等

岩手県におけるサーモン養殖の実証事業取組状況

FRDジャパンの閉鎖循
環式陸上養殖システム

 サケは各地域のふ化放流資源に由来するという特殊性に鑑み、各地域との連携を図り、現場の情報を共有して、今後の方向性
を検討する。

 ふ化放流は、環境変化への対応や回帰率の良い取組事例の横展開、野生魚の活用など、人工種苗の遺伝的な影響も含めた
研究等を早急に進めるほか、活用可能な既存施設において養殖用種苗を生産してサーモン養殖と連携するなど、ふ化場の有効
活用や統合も含めた効率化を図る。

 定置漁業は、ブリやサバ類など漁獲量が増加している魚種の有効活用を進めることや、各地域の実情により、協業化・共同経営
化・漁場の移動や再配置・ＩＣＴ等の最新技術の活用等による経費の削減が必要である。

５．対応の方向性

H15 H20 H25 H30

1165 1134 1108 1104

北海道においては、漁業権の切替に応じてこ
れまで定置漁業の統廃合、協業化を行う等経
営の合理化を実施

北海道の定置漁業の免許件数の推移

遠隔式魚群探知機の例（ユビキタス魚探、日東製網（株））

（定置網漁業の技術研究会資料より）

・定置網について、遠隔式魚群探知機等により、
魚の入網状況をリアルタイムで観察可能

・出漁前の適切なタイミングでおおよその入網
状況を確認することが可能であり、出漁の可否
や、氷の量の調整、漁場間の網起こし順の判
断などに活用

⇒合理的な操業の実現

ＩＣＴ等最新技術の活用協業化による経営の合理化

協 業 化： 漁船や器材、労働力の共有
共同経営化： 経営体の再編や合併
漁場の移動や再配置：
操業の効率化、集約などの統廃合等

（水産庁調べ）
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⑤加工流通業の取組方向

（参考）ブリの漁獲量と単価（北海道）

水産加工関係団体の声

• サンマの加工団地ではイワシ等の代替原料を調達。

• 珍味製造業者は、さきいかなどのイカを原材料とする
製品の製造を縮小し、豆類やチーズ製品の割合を増や
すことで経営を継続。

• サケについては、地元原料にこだわる地域もあるが、
地域によっては輸入原料で不足分を補填。

各事業者の対応事例

スルメイカを中心とした生産体制で
あったが、スルメイカの漁獲が減少す
る中で、漁獲が増加しているイワシ、
サバ類、ホッケ、ブリの生産体制を整
えるために水産加工・流通構造改善
促進事業を活用し、加工機器を導入
することで多様な魚種や漁獲量の変
化に対応できる生産体制を整備。

新たに導入した加工機器による
生産ラインの全景

水産加工会社「三印三浦水産」（函館市）

（参考）イワシの漁獲量と加工生産量
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 資源量が増加又は資源状況の良い加工原料への転換や多様化を進めつつ、新商品の高付加価値化やマーケットインの発想に
基づく需要の創出など、環境変化に対して弾力性のある産業に向けた取組を行う。

 産地市場も厳しい状況にあることから、加工流通システムの中で含めた健全なバリューチェーンの構築に取り組む。

 未利用資源に関しての情報提供や、魚種の変化などについて漁業者と加工流通業者が話し合う場を設けることも重要である。

 環境負荷低減に資する加工機器や冷蔵・冷凍機器の導入等を通じた温室効果ガスの発生抑制及び省エネへの取組、ゼロエミッ
ションの観点から加工残渣等の廃棄物の循環利用や有効利用などに取り組むことが求められる。

５．対応の方向性



 当面は、燃油使用量を抑えながら操業を継続することが重要であるため、衛星利用の漁場探索による効率化、グループ操業の
取組、省エネ機器の導入などによる燃油使用量の削減を図るべきである。これに加え、蓄電池とエンジン等のハイブリッド型の動力
構成に関する研究、ＣＯ２排出量の低いエネルギーの活用など、段階に応じた様々な技術実装を進める。

 将来的には、漁船の脱炭素化に対応する観点から、必要とする機関出力が少ない小型漁船を念頭においた水素燃料電池化、
大型漁船について国際商船や作業船など漁業以外の船舶の技術の転用・活用も視野に入れた研究開発を進める。

５．対応の方向性⑥地球温暖化等の環境問題への対応

漁船の電化・水素燃料化

 海運分野の動向
 完全バッテリ推進船は実用化
 水素燃料電池船も開発始まる

 漁船への水素燃料電池応用を研究
【漁船への適性】
 バッテリ船より長距離航行可能
 バッテリより長寿命
 短時間で燃料補給可能
【漁船特有の課題】
 操業に伴う負荷変動
 漁獲物積載によるバランス変化

漁船の電化・水素燃料電池化

五島市離島漁業振興策研究会
（五島市，長崎県，水産研究・教育機構ほか）
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⑥地球温暖化等の環境問題への対応

 洋上風力発電については、漁業影響調査や水産関係施設への電力供給などを通じて、エネルギーの地産地消の考え方に基づき
地域漁業との協調的関係を築いていくことが必要である。洋上風力発電設備を整備する際には、関係都道府県と協力しつつ協議会
等を通じて十分な調整を行うとともに、整備前後の状況を把握し、漁業への影響を明らかにすることが重要である。

 漁業者等が進めてきた藻場・干潟の保全・創造は、水産資源の産卵や育成の場、CO2を吸収・貯留するブルーカーボンの機能を
有するとされており、引き続きこうした取組を進めることが必要である。

 2030年に向けた温室効果ガスの削減目標への対応、2040年までの漁船の電化・水素化等に関する技術の確立、化石燃料の使
用から漁船の電化・水素化等ゼロエミッション船への切り替えなど、「みどりの食料システム戦略」に盛り込まれた環境対策を着実に
進めていくことが求められる。

５．対応の方向性

 科学的な資源評価に基づき、最大
持続生産量（MSY）の達成を目
標として数量管理する新たな資源管
理システムを導入

 養殖漁場ごとに漁場改善計画を定
めて漁場環境を管理

 海洋環境への負荷軽減が可能な沖
合養殖や陸上養殖を推進。漁業・
養殖業において、化石燃料で駆動
する漁船の内燃機関を電化・水素
燃料電池化することで、CO2排出
量を削減

 CO2吸収源としての藻場の可能性
を追求

 「藻場・干潟ビジョン」による実効性
のある効率的な藻場・干潟の保全･
創造を推進 27



平成30年 令和元年 令和２年

北朝鮮
5,201隻
（1,986隻）

4,007隻
（1,171隻）

１隻
（０隻）

中国
114隻
（72隻）

1,115隻
（419隻）

4,393隻
（782隻）

合計
5,315隻
（2,058隻）

5,122隻
（1,590隻）

4,394隻
（782隻）

＜水産庁漁業取締船による日本海大和堆周辺水域等における外国漁船退去
警告延べ隻数（うち放水措置）＞

 中国漁船  漁業取締船 

⑦その他の関連事項 ５．対応の方向性

① 遠洋漁業国（中国、韓国、台湾、バヌアツ）の許可隻数
の増加を禁止。沿岸国（日本、ロシア）は急激な増加を
抑制。

② 分布域全体の漁獲量を33万3,750トンとし、2021年及
び2022年の公海での漁獲可能量（ＴＡＣ）を19万8千ト
ンに制限。各国は公海での漁獲量を2018年の漁獲実
績から40%削減。

③ 日本とロシアは200海里水域内での漁獲量が13万
5,750トン以内に抑えるよう協力。 等

＜NPFCにおけるサンマの保存管理措置の主な内容及び各国の操業隻数＞

バヌアツ 4隻

日本 183隻

中国 62隻

韓国 11隻

ロシア 10隻

台湾 91隻

計 361隻

 各国の漁獲状況を踏まえつつ、地域漁業管理機関における適切な資源管理、二国間の漁業交渉、このほか国際的な連携によ
る資源管理を進めていくことが重要である。

 外国漁船による違法操業については、操業停止等の申し入れや我が国EEZから退去させるなどの対応を行っていく必要がある。
また、違法に採捕された水産物の国内への流入防止のために水産流通適正化法の適切な運用を行う。

 海技士の育成確保のための取組実践や人材の育成・確保のための働きかけを図る。さらに、構造改革を円滑に進めるための船
舶の検査基準や乗組み基準について規制を見直していくことが必要である。
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＜船舶職員の乗組み基準＞

通常

新設
コース

水産高校
乗船実習
（３か月
等） 乗船実習

コース
（６か月等）

乗船履歴（１年９か月等）

口述
試験

口述
試験

４級
海技士

４級
海技士

＜水産系高校卒業生における４級海技士資格取得までの流れ＞
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